当麻町アグリサポート事業実施要綱
（目的）
第1条　この要綱は、当麻農業の持続的発展を図るため、当麻町アグリサポート事業(以下「サポート事業」という。)を行い、就農等に必要な農業研修活動及び農業体験活動並びに住環境整備の円滑な実施を支援することにより、地域農業の後継者の確保を図るとともに、将来の農村コミュニティを支える、新しい担い手の育成に資することを目的とする。
（定義）
第2条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
(1)　農業奨学生　次に掲げるいずれにも該当する者
　　ア　当麻町内での就農を希望する者で、事業実施年度の４月１日時点において１８歳以上４６歳未満の者であって、３親等以内の親族である被後継者の農業経営を引き継ぐか、または、農業生産法人の構成員として農業経営を行うことが見込まれる者
(2)　Ｉターン研修生　次に掲げるいずれにも該当する者
　　ア　農家でない世帯の者で、農業研修生として研修開始時に２０歳以上４６歳未満の者であって、当麻町内で１年間以上の農業研修を行い、新たな資本装備による農業経営を希望する者か、または、農業生産法人の構成員として農業経営を行うことが見込まれる者
イ　北海道就農計画認定制度により知事の認定を受けた認定就農者、または、北海道青年就農給付金事業実施要領（平成24年5月14日付け経営第 259 号北海道農政部長通知）により準備型の研修計画の承認を受けた者
(3)　短期研修生　農家でない世帯の者で、事業実施年度の４月１日時点において２０歳以上４６歳未満の者であって、当麻町内での就農、または、当麻町内を拠点とするグリーン・ツーリズムの実施、あるいは、当麻町内農村地域での集落維持活動の実施を志向する者
(4)　研修受入者　高度な生産技術・経営管理能力を有するとともに、農業・農村の担い手育成に強い意欲を持つ農家・農業生産法人等であり、座学を含む農業研修等の実施プログラムを作成することができ、かつ実地指導を行うことができる者
（サポート事業の種類、内容等）
第3条　サポート事業の種類、内容、事業対象者、採択要件及び補助額等は、別表１のとおりとする。
（補助金の交付申請等に関する手続）
第4条　補助金の交付申請、補助事業の遂行、補助金の返還等に関する手続は、当麻町補助金等交付規則(平成29年3月28日規則第8号)の例による。
（補助金の交付の取消し等）
第5条　次の各号のいずれかに該当するときは、当該補助金の交付決定の全部または一部を取消し、既に支給された補助金があるときは、その返還を命ずるものとする。
(1)　進学補助を受けた農業奨学生が当該学校を退学するか、卒業後１年以内に就農しなかったとき、または就農後５年以内に自己の都合で農業経営を中止したとき。
(2)　家賃補助を受けたＩターン研修生が研修を中止したとき、または研修終了後１年以内に就農しなかったとき、もしくは就農後５年以内に自己の都合で農業経営を中止したとき。

(3)　虚偽その他不正な行為により補助金の交付を受けたとき。
(4)　その他、本事業の趣旨に照らして町長が不適当と認めたとき。
2　前項第２号の規程に拘わらず、当該新規参入者に係る研修受入農家が受給する補助金については、研修中止または研修終了の直前までの分を支給することとする。
3　町長は、第１項の規定により補助金の返還を命じた者のうち、死亡、疾病その他やむを得ない事由により補助金を返還することが困難と認められる者について、支給した補助金の全部または一部の返還を免除することができる。
（その他）
第6条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別途定める。
附　則
この要綱は平成23年4月1日から施行する。
附　則
この要綱は平成26年9月24日から施行する。
附　則
この要綱は平成30年4月1日から施行する。

別表１(第３条関係)
	種類
	事業内容
	事業対象者
	採択要件
	補助金額等

	(1)
進学補助

	将来、経営移譲等により農業経営を行うために必要な知識を習得すべく､学校教育法(昭和22年法律第26号)に規定する大学及び短期大学並びに専門課程を有する専修学校のうち農業に関する学科または北海道農業大学校に進学し就学するために必要な経費の一部を助成する。

	農業奨学生

	１租税公課を完納していること。
２事業対象者が補助金の交付申請日時点で未成年者の場合、当該親権者の作成による、補助金を返還する事由が発生した際に事業対象者と連帯して責任を負う旨記載した確約書を提出すること。

	年額２４万円を補助金の限度額とする。また、最大適用期間は、研修期間内で連続の４年以内とする。


	(2)
家賃補助

	Ｉターン研修生の研修活動に伴う負担を軽減するため、かかる家賃の一部を助成する。

	Ｉターン研修生

	１町内に住所を有する者であり、助成の対象となる借家等の居住期間が３カ月以上であること。
２租税公課を完納していること。

	家賃の２分の１以内、ただし、月額２万円を補助金の限度額とする。また、最大適用期間は、研修期間内で連続の２年以内とする。


	(3)
研修受入
補助

	Ｉターン研修生及び短期研修生の研修活動受入に伴う、研修受入者の負担を軽減するため、かかる経費の一部を助成する。

	研修受入者

	１町内に住所を有する者
２租税公課を完納していること。
３研修受入者により作成された当該研修実施プログラムを提出すること。

	受入人数に拘わらず、受入期間中１カ月当たり３万円を補助金の限度額とし､３０日未満の端数日については１日当たり１,０００円とするが、短期研修生の受入に際してのみ、研修受入者宅での民泊を伴う場合、受入人数に拘わらず、受入期間中１日当たり２,０００円を上乗せする。なお、研修受入者１経営体ごとに、短期研修生の総受入日数の上限を事業実施年度中４週間以内とする。また、最大適用期間は、Ｉターン研修生の受入については研修期間内で連続の２年以内とし､短期研修生の受入については、当該１人の受入ごとに事業実施年度中１回限りの４週間以内とする。




